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Ⅰ アクションプログラムの概要  

１．アクションプログラムの位置づけ 

すべての市民が、性別1にかかわりなく、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあ

らゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって均等に政治的、経済的、社会的及び文化的

利益を享受することができ、かつ、ともに責任を担うべき男女共同参画社会の実現に向けて、第３次枚

方市男女共同参画計画改訂版を推進するため、具体的な取り組みをアクションプログラム（実施計画）

として定め、計画的な展開を図ります。 

 アクションプログラムでは、計画改訂版の取り組み体系に基づき、５つの基本目標と 19 の基本方向

のもと、市の取り組み内容をまとめています。 

 

２．アクションプログラムの期間 

 第３次枚方市男女共同参画計画の計画期間である、平成28年度（2016年度）から令和7年度（2025

年度）の 10 年間において、前期 5 年（平成 28 年度（2016 年度）～令和 2 年度（2020 年度））と、

後期 5 年（令和 3 年度（2021 年度）～令和７年度（2025 年度））に分けて策定します。なお、取

り組み内容に変更が生じた場合は、見直しを行います。 

 

年度 
H28 年度

（2016） 

H29 年度

（2017） 

H30 年度

（2018） 

Ｒ１年度

（2019） 

Ｒ２年度

（2020） 

Ｒ３年度

（2021） 

Ｒ４年度

（2022） 

Ｒ５年度

（2023） 

Ｒ６年度

（2024） 

Ｒ７年度

（2025） 

第 3 次枚方市男

女共同参画計画 

          

第 3 次枚方市男

女共同参画計画

アクションプロ

グラム 

   

前期 
     

後期 
  

 

３．進行管理 

 男女共同参画の視点に立った施策を着実に展開するため、年度ごとに取り組み状況を集約し、市長の

附属機関である枚方市男女共同参画推進審議会で確認を行うとともに、枚方市男女共同参画推進本部に

おいて、進行管理を行います。その結果については、ホームページ等で公表します。 

  

                                                      
1 第 3 次枚方市男女共同参画計画で使用する「性別」は、多様な性を包含した意味で使用する。 
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• （１）男女共同参画への理解促進

• （２）子どもの頃からの男女共同参画の推進

• （３）男女共同参画の視点に立ったメディア・リテラシーの向上

• （４）性の多様性への理解促進
人権尊重と男女共同参画への

意識改革

• （１）男女共同参画を阻害する暴力を許さない社会づくり

• （２）暴力の予防に向けた子どもの頃からの啓発の推進

• （３）被害者支援体制の充実男女共同参画を阻害する
暴力の根絶

• （１）子育てと介護への支援

• （２）就業、起業、再就業への支援

• （３）雇用における男女の均等な機会及び待遇の確保

• （４）仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）への理解の促進
仕事と生活のあり方を

さまざまに選択できる社会づくり

• （１）生涯を通じたすべての人の健康保持と増進への支援

• （２）ひとり親家庭をはじめ、多様な家族に関する啓発、支援の取
り組み

• （３）高齢者、障害者、外国人市民等への支援

• （４）男女共同参画の視点に立った防災など地域活動の推進

だれもが安心して暮らせる
まちづくり

• （１）政策及び方針決定過程における男女共同参画の推進

• （２）男女共同参画の視点に立った施策展開

• （３）関係機関や市民団体等との連携強化

• （４）意見等の申出及び人権侵害相談体制の充実
男女共同参画を推進する

体制の整備

基本目標１ 

基本目標２ 

基本目標３ 

基本目標４ 

基本目標５ 

４．計画の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本目標 基本方向

男女共同参画社会の実現に向けた本計画の基本理念

すべての市民に関わる
課題としてとらえること

一人ひとりが、自ら、さま
ざまな選択ができること

あらゆる人権侵害を
許さないこと

仕事と生活の調和の
実現を図ること

new 
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Ⅱ アクションプログラムの内容 

基本目標１ 人権尊重と男女共同参画への意識改革  

【前期課題等】 

令和元年度（2019 年度）に実施した男女共同参画に関する市民アンケート調査では、男女の平等

感は女性 9.6％、男性 23.4％と依然低く、男女差が大きいため、固定的な性別役割分担意識の解消

等に向け、引き続き啓発を行う必要がある。同じく実施した学生を対象にしたアンケート調査では、

「家事・育児・仕事を男女が協力して行うのがよい」という考え方に同感する人は全学年において前

回調査より増加し、教育現場での取り組みの効果が認められるが、男子は女子より割合が低く、学年

が低いほどその傾向が強いため、学校だけでなく、家庭を含めた幼少期からの継続した取り組みが必

要である。 

 また、平成 31 年（2019 年）3 月に LGBT 等の性的マイノリティを市が積極的に支援すること

を表明した「ひらかた・にじいろ宣言」を踏まえ、性の多様性理解につながる取り組みを推進する必

要がある。 

 

基本方向（１）男女共同参画への理解の促進 

【取り組み概要】 

 男女共同参画の意義を周知し、固定的な性別役割分担意識の解消に向けた啓発を行います。 

 男女共同参画の裾野を広げるため、男性の意識改革に向けた男女共同参画の意義についての広報や

啓発を強化します。 

 ＳＤＧｓをはじめ国際社会の男女共同参画に関する動きや多様な文化について、理解促進に向けた

施策を推進します。 

 ＮＰＯ、市民団体、ＰＴＡ、事業者との連携を図り、多方面から施策を推進します。 

 推進のための拠点施設である男女共生フロア・ウィルの機能の充実に努めます。 

施策 

番号 
取り組み名 取り組み内容 所管課 

1 男女共同参画啓発事

業 

性別に基づく固定的な役割分担意識や性差に関する偏見の解消、

人権尊重を基盤とした男女平等観の形成に関して、講演会や講座

などを通して、誰もが主体的な問題として捉え理解を深めるとと

もに、男女共同参画に関する法令や社会動向及び SDGｓに示され

た「ジェンダー平等」など、国際的な動向や多文化共生について

周知と理解促進を図る。また、男女共同参画が男性自身の生き方

の選択にかかわる重要な問題であるとの認識が深まるよう、男性

を対象とした啓発に取り組む。 

人権政策室 

2 市民参画型啓発事業 市民、市民団体等の視点やアイデアを取り入れた事業の実施や

NPO、PTA、事業所などと連携した取り組みや情報提供を通して、

幅広い市民の男女共同参画意識の醸成を図る。 

人権政策室 
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基本方向（２）子どもの頃からの男女共同参画の推進 

【取り組み概要】 

 保育所（園）等、幼稚園、小学校、中学校などにおいて、人権尊重を基盤とする男女平等観の形成

に向けた保育、教育、学習を推進します。 

 家庭、保育所（園）等、学校園、地域の連携のもと、固定的な性別役割分担意識にとらわれること

なく、個性を伸ばす施策を推進します。 

 学校において、管理職に占める女性の割合を上昇させるなど、学校運営における方針決定の場への

女性参画を促進します。 

 保育及び教育現場において、教材や玩具などを男女共同参画の視点から点検し、改善に努めます。 

 男女平等観の形成に向けた保育、教育、学習を推進するため、保育士や教職員に対する研修に取り

組みます。 

 男女共同参画の視点に立った家庭教育及び学習を推進するため、保護者に対する意識醸成を図ります。 

施策 

番号 
取り組み名 取り組み内容 所管課 

5 男女共同参画を推進

するための保育 

人権尊重を基盤とした男女平等観の形成を図るため、保育所（園）

等での保育活動を通じて、男女の役割についての固定的な考え方に

とらわれず、子どもたち自身の個性を伸ばす保育を行う。また、保

育を通じて性別に基づく固定的な役割分担意識を助長することの

ないよう、教材や玩具などを男女共同参画の視点から点検する。 

私立保育幼稚園課 

公立保育幼稚園課 

市立ひらかた子ども 

発達支援センター 

6 男女共同参画を推進

するための教育 

市の人権教育基本方針に基づき、学校園で人権教育推進計画を策定

し、人権尊重を基盤とした男女平等観の形成を図る。また、男女の

役割についての固定的な考え方にとらわれない職業選択ができる

ような職場体験学習、子どもの発達段階に応じた性教育など、子ど

もたち自身が主体的に学び、考え、行動する姿勢を育む教育を推進

する。また、教育を通じて性別に基づく固定的な役割分担意識を助

長することのないよう、教材などを男女共同参画の視点から点検す

る。 

教育支援室（児童生

徒支援担当） 

施策 

番号 
取り組み名 取り組み内容 所管課 

3 男女共生フロア等に

おける各種相談事業 

性差に基づく固定的な役割分担意識などを見直し、本人の持つ力

を引き出して、自分で問題解決ができるような援助を提供するた

め、男女共生フロア・ウィルにおいて、女性を対象に電話相談、

面接相談、法律相談を実施する。また、相談につながりにくい男

性の利便性向上に向け、時間帯等に配慮した男性のための電話相

談を実施する。 

人権政策室 

4 男女共生フロアの機

能充実及び周知 

市の男女共同参画の拠点施設である男女共生フロア・ウィルの機

能充実を図るとともに、広報、ホームページ、リーフレットなど

を活用し、男女共生フロアの機能及び啓発・相談事業等について

の周知を図る。 

人権政策室 
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施策 

番号 
取り組み名 取り組み内容 所管課 

7 PTA 活動における

男女共同参画の促進 

男女ともに PTA 活動への参画を促し、男女共同参画の視点に立っ

た活動を促進する。 

教育支援室（学校支

援担当） 

8 学校における方針決

定の場への女性参画

の促進（120 に再

掲） 

学校運営において、女性管理職の割合の増加及び首席、主任への積

極的な活用など、学校における方針決定の場への女性の参画を促進

する。 

学校教育室（教職員

担当） 

9 保育士に対する研修 人権尊重を基盤とした男女平等への理解を深めるため、保育士に対

する研修を行う。 

私立保育幼稚園課 

公立保育幼稚園課 

市立ひらかた子ども

発達支援センター 

10 教職員に対する研修 人権尊重を基盤とした男女平等への理解を深めるため、教職員に対

する研修を行う。また、人権教育リーフレットや人権学習のための

資料集 DVD 等を配布・活用し、人権意識の向上を図る。 

教育支援室（児童生

徒支援担当） 

学校教育室（教育研

修担当） 

11 家庭教育支援事業

（29 に再掲） 

家庭は子どもの人格形成にとって大きな影響を及ぼすため、親のあ

り方・子育てに関する講座や、子育て中の親同士の交流を促進する

事業の実施などを通して、男女共同参画の視点に立った家庭教育を

支援する。 

教育政策課 

 

基本方向（３）男女共同参画の視点に立ったメディア・リテラシーの向上 

【取り組み概要】 

 メディア・リテラシーの向上に向けて、講座などを開催するとともに、学校教育においても施策を

推進します。 

 広報や出版物などの市の情報発信において、固定的な性別役割分担意識にとらわれず、男女共同参

画の視点に立った、ふさわしい表現を推進します。 

施策 

番号 
取り組み名 取り組み内容 所管課 

12 メディア・リテラシー

の向上に関する啓発 

啓発講座や学校教育を通じて、メディア・リテラシーの育成に努

める。 

人権政策室 

教育支援室（児童生

徒支援担当） 

消費生活センター 

13 男女共同参画の視点

に立った表現の推進 

市の情報発信を、男女共同参画の視点から確認し、性別に基づく

固定的な役割分担意識にとらわれない表現を推進する。 

全課 
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基本方向（４）性の多様性への理解促進 

【取り組み概要】 

 市民、事業所等を対象に、性の多様性への理解促進に向けた施策を推進します。 

 性的マイノリティ当事者に寄り添った相談や交流などの支援策を推進します。 

 市職員の理解促進に向けて、研修の実施等に取り組みます。 

施策 

番号 
取り組み名 取り組み内容 所管課 

14 性の多様性に関する

理解の促進 

市民や事業者等を対象に、リーフレットの活用、講座の実施など

を通して、性の多様性に関する理解を促進する。 

人権政策室 

15 性的マイノリティ当

事者に寄り添った支

援の推進 

相談事業や交流会の実施、また学校における児童・生徒への対応

など、性的マイノリティ当事者の立場に立った支援策を推進す

る。 

人権政策室  

教育支援室（児童生

徒支援担当） 

16 市職員の理解促進及

び当事者への適切な

対応 

市職員への研修を実施し、性の多様性について理解促進を図ると

ともに、各職場において「枚方市職員のための性の多様性への理

解促進に向けたハンドブック」などを活用し、性的マイノリティ

当事者への適切な対応を行う。 

全課 

17 業務委託における総

合評価落札方式の入

札を適用することに

よる、性の多様性への

理解促進に向けた事

業者への啓発 

市が発注する業務委託の一部において、委託業務総合評価一般競

争入札の落札者決定基準に、性的マイノリティ支援に関する取り

組みなど性の多様性への理解促進につながる項目を設定して評

価を行う。 

契約課 
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基本目標２ 男女共同参画を阻害する暴力の根絶  

【前期課題等】 

 令和元年度（2019 年度）に実施した男女共同参画に関するアンケート調査では、暴力に対する誤っ

た認識や、身体的暴力に対する認識に比べ「大声で怒鳴る」などの精神的暴力につながるハラスメント

に対する認識が低い結果が見られる。身体的暴力は減少している一方、精神的、性的暴力が増加してい

るため、こうした分野のハラスメントに対する認識向上に向けた取り組みの重点化が必要である。  

同じく実施した学生を対象にしたアンケート調査では、デート DV に対して正しい認識をしている人

の割合が高く、平成 26 年度（2014 年度）より市内小学校で実施しているデート DV 予防教育プログ

ラムが効果的に作用していると考えられるため、DV を根絶する取り組みの一つとして、本プログラム

を継続して実施する必要がある。また、DV に関連した児童虐待事例の適切な支援に向け、「ひらかた

DV 相談室」を中心に、「子どもの育ち見守りセンター」ほか、関係機関との連携継続とＤＶ相談室の更

なる周知強化が必要である。 

 

基本方向（１）男女共同参画を阻害する暴力を許さない社会づくり 

【取り組み概要】 

［ＤＶなどの防止啓発］ 

 ＤＶなどの性別による差別に基づく暴力を身近な問題として考え、暴力を許さない社会づくりに向

けた意識醸成を図るため、市民への啓発に努めます。 

 ＤＶ防止法などの関係法令について、市民への周知に努めます。 

 被害者の発見において役割が期待される、医療及び保健関係者への周知に努めます。 

 被害者の子どもが適切な配慮を受けられるよう、保育及び教育関係者への周知に努めます。 

［子どもに対する性的な暴力の防止啓発］ 

 児童ポルノや児童買春などを含め、子どもに対する性的な暴力の防止啓発に取り組みます。 

 児童虐待の防止等に関する法律（以下「児童虐待防止法」という。）の周知に努めます。 

 子どもたちの自尊感情を育むとともに、被害にあった場合には、一人で抱え込まず相談できるよう、

教育や啓発に取り組みます。 

［若年層を含む様々な性暴力の防止啓発］ 

 ＳＮＳの広がり等による若年層の性被害を含め、性犯罪・性暴力の防止啓発に取り組みます。 

［職場や学校におけるハラスメントの防止啓発］ 

 職場におけるセクシュアルハラスメントなどに対する認識と理解を深めるため、事業者などに対す

る啓発に取り組みます。 

 学校におけるセクシュアルハラスメントなどに対する認識と理解を深めるため、教職員に対する啓

発に取り組みます。 

 セクシュアルハラスメント対策などについて、事業者の対応策の確立に向けた支援を行います。 

施策 

番号 
取り組み名 取り組み内容 所管課 

18 DV 等の男女共同参画

を阻害する暴力の防

止啓発事業（30 に再

掲） 

ＤＶ、性犯罪、ストーカー行為、セクシュアルハラスメントな

どの暴力防止に向け、講演会や講座などを通して、被害と加害

の実態に関する理解を深めるとともに、ＤＶ防止法をはじめと

する、関係法令などの周知を図り、男女共同参画を阻害する暴

力の防止を促進する。 

人権政策室 
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施策 

番号 
取り組み名 取り組み内容 所管課 

19 医療、保健関係者及び

保育、教育関係者への

周知 

枚方市ドメスティック・バイオレンス関係機関連絡会議 など

を通じて、DV 防止や DV 相談窓口、被害者への配慮について、

医療、保健関係者及び保育、教育関係者への周知を図る。 

人権政策室 

20 児童虐待防止啓発 児童虐待に係る関係機関の連携を深めるとともに、児童虐待防

止啓発のポスター、チラシ等の配布や市民向けの研修会を開催

し、面前 DV や子どもに対する性的暴力等の児童虐待防止や被

害を受けた子どもの意見を丁寧にくみ取り支援できるよう周

知を図る。 

子どもの育ち見守り

センター 

21 若年層を含む様々な

性暴力の防止啓発 

SNS の広がり等による若年層の性被害を含めた、性犯罪・性

暴力の防止啓発、相談窓口の周知に取り組む。 

人権政策室 

22 ハラスメントの防止

に 関 す る 取 り 組 み

(67 に再掲) 

庁内、学校、事業所等に対してセクシュアルハラスメントやマ

タニティハラスメントをはじめ、あらゆるハラスメントに対す

る防止啓発や対応策の確立に向けた支援を行う。 

人権政策室 

コンプライアンス推

進課 

学校教育室（教職員

担当） 

教育支援室（児童生

徒支援担当） 

 

 

基本方向（２）暴力の予防に向けた子どもの頃からの啓発の推進 

【取り組み概要】 

  保育所（園）等、幼稚園、小学校、中学校などにおいて、暴力を伴わない人間関係の作り方や問題

解決の方法を学ぶ保育、教育、学習を推進します。 

  家庭、保育所（園）等、学校園、地域の連携のもと、暴力を許さない地域社会の形成に努めます。 

  中学校、高校、大学などとの連携を図り、若い世代に向けたデートＤＶの防止啓発に取り組みます。 

  暴力を容認しない社会の形成に向けた保育、教育、学習を推進するため、保育士や教職員に対する

研修に取り組みます。 

  暴力を容認しない社会の形成に向けた家庭教育及び学習を推進するため、保護者に対する意識醸成

を図ります。 

施策 

番号 
取り組み名 取り組み内容 所管課 

23 自尊感情、他尊感情を育

む保育 

人権尊重を基盤とした、互いを大切にする態度や人格の育成

などを図るための保育を推進する。 

公立保育幼稚園課 

市立ひらかた子ども 

発達支援センター 

24 自尊感情、他尊感情を育

む教育 

市の人権教育基本方針に基づき、学校園で人権教育推進計画

を策定し、人権尊重を基盤とした、互いを大切にする態度や

人格の育成などを目指す人権教育を推進する。 

教育支援室（児童生 

徒支援担当） 

25 DV 予防教育 男女が対等な存在であるという意識の形成や、暴力を伴わな

い人間関係の構築に向けて、人権尊重を基盤としたＤＶ予防

教育を行う。 

人権政策室 

教育支援室（児童生 

徒支援担当）  
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施策 

番号 
取り組み名 取り組み内容 所管課 

26 デート DV 防止啓発 若い世代のデートＤＶに関する理解を促進するため、教育機

関などと連携し、啓発を進めるとともに、相談窓口の周知を

図る。 

人権政策室 

教育支援室（児童生 

徒支援担当） 

27 保育士に対する研修 男女共同参画を阻害する暴力防止への理解を深めるため、保

育士に対する研修を行う。 

公立保育幼稚園課 

市立ひらかた子ども 

発達支援センター 

28 教職員に対する研修 男女共同参画を阻害する暴力防止への理解を深めるため、教

職員に対する研修を行う。 

学校教育室（教育研 

修担当） 

29 家庭教育支援事業（11

の 

再掲） 

家庭は子どもの人格形成にとって大きな影響を及ぼすため、

親のあり方・子育てに関する講座や、子育て中の親同士の交

流を促進する事業の実施などを通して、男女共同参画の視点

に立った家庭教育を支援する。 

教育政策課 

30 DV 等の男女共同参画

を阻害する暴力の防止

啓発事業（18 の再掲） 

ＤＶ、性犯罪、ストーカー行為、セクシュアルハラスメント

などの暴力防止に向け、講演会や講座などを通して、被害と

加害の実態に関する理解を深めるとともに、ＤＶ防止法をは

じめとする、関係法令などの周知を図り、男女共同参画を阻

害する暴力の防止を促進する。 

人権政策室 

 

基本方向（３）被害者支援体制の充実 

【取り組み概要】 

［安心して相談できる体制の充実］ 

 被害者が安心して相談でき、必要な支援を受けられるよう、関係機関の相互連携のためのネットワ

ークの強化を図ります。 

 性別、年齢、障害の有無などにかかわりなく、安心して相談できる体制を整備します。 

 日本語でのコミュニケーションが取りにくい外国人市民等が安心して利用できる相談体制を整備

します。 

 被害にあった子どもが、安心して相談できる体制を整備します。 

 二次加害※2を防止し適切な支援を行うため、関係機関の職員に対して、被害者支援研修を実施しま

す。 

 被害を潜在化させず、適切な支援につなげていくために、相談窓口の周知を強化します。 

［緊急かつ安全な保護の実施］ 

 警察署をはじめとする関係機関との連携強化を図り、緊急時の被害者の安全確保に努めます。 

［自立への支援の充実］ 

 被害者が早期に生活を再建できるよう、関係機関との連携を図り、自立支援及び心理的支援に取り

組みます。また、生活再建後も、暴力被害による心身への影響に配慮した支援に努めます。 

 子どもがいる被害者の支援にあたっては、子どもの人権にも配慮した支援に取り組みます。 

                                                      
※2 DV などの暴力により、心身ともに傷ついた被害者を、相談や保護等の過程において、暴力被害の特性や

被害者の置かれた立場を理解しない関係機関職員などが不適切な発言でさらに傷つけること。 
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 被害者及びその関係者に関する情報については、被害者保護の観点から、適正かつ厳重な取扱いを

徹底します。 

［被害者支援のための連携強化］ 

 関係機関やＮＰＯなどと、適切な役割分担のもと、相互の連携を強化します。 

 児童虐待防止、高齢者虐待防止、障害者虐待防止に関する施策の担当部署と、役割分担と連携を行

い、相互の社会資源を活用しながら被害者支援の推進を図ります。特に、深刻な児童虐待・ＤV 事

案が発生していることを踏まえ、配偶者暴力相談支援センターと児童相談所など関係機関との連携

を強化します。 

施策 

番号 
取り組み名 取り組み内容 所管課 

31 被害者支援体制の充実 早期の発見、相談から安全確保、自立支援まで被害者への切

れ目のない支援を行うため、ＤＶ被害者の専門相談窓口であ

る枚方市配偶者暴力相談支援センター「ひらかたＤＶ相談室」

を中心として、大阪府女性相談センターや警察署をはじめと

する関係機関及び市の関係部署などと連携し、被害者の人権

尊重と安全確保を最優先に支援を行う。特に児童虐待、高齢

者虐待、障害者虐待が複合する場合には、警察や関係部署と

の連絡調整を緊密に行う。また、各機関・部署がＤＶ被害者

に対して適切に対応するため、ＤＶ対応マニュアルを整備し

活用する。 

人権政策室 

32 相談窓口の PR 被害者が安心して相談できるよう、相談窓口の一層の周知を

図る。 

人権政策室 

33 外国語による DV 相談

情報の提供 

外国語によるＤＶ相談情報を提供するとともに、関係部署と

連携し、日本語でのコミュニケーションが取りにくい外国人

市民等が安心して相談できる体制づくりを進める。 

人権政策室 

34 スクールカウンセラー

配置事業 

中学校における相談体制の充実を図るため、スクールカウン

セラーを配置し、生徒や保護者の悩みや課題の解決に資する。

その際、面前 DV や子どもへの性暴力等の早期発見に努める。

また、中学校区の小学校に対しても、派遣を含めた柔軟な取

り組みを展開する。 

教育支援室（児童生

徒支援担当） 

35 心の教室相談員配置事

業 

小学校の相談体制の充実を図るため、「心の教室相談員」を配

置し、児童や保護者の悩みや課題の解決に資する。その際、

面前 DV や子どもへの性暴力の早期発見に努める。 

教育支援室（児童生

徒支援担当） 

36 子どもの笑顔守るコー

ル事業 

幼児、児童、生徒が抱える諸問題（虐待被害を含む）の解決

や早期発見、早期対応を図るため、総合電話窓口「子どもの

笑顔守るコール」（「いじめ専用ホットライン」と「教育安心

ホットライン」）を設置し、電話による教育相談を実施する。 

教育支援室（児童生

徒支援担当） 
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施策 

番号 
取り組み名 取り組み内容 所管課 

37 家庭児童相談事業 18 歳までの子どもと家族の様々な相談に、子どもの育ち見

守りセンターの専門相談員が対応し、カウンセリングやプ

レイセラピー などを行う。児童虐待事案については、必要

に応じて関係機関と連携する。 

子どもの育ち見守り

センター 

38 DV 被害者支援者研修 被害者の二次被害防止を含め、ＤＶ被害者に対して適切に

対応するため、関係部署の職員を対象とした研修を実施す

る。 

人権政策室 

39 緊急避難支援事業 緊急に保護が必要な被害者の生命と安全を守るため、大阪

府や警察と連携して緊急一時保護を行う際に、必要に応じ

て同行支援を行うとともに、交通費等の支援を行う。 

人権政策室 

40 住民基本台帳事務にお

ける支援措置 

被害者の安全確保に向けて適切な支援を行うため、住民基

本台帳を使用する関係課間の連携強化を図る。特に被害者

及びその関係者に関する情報については、適正かつ厳重な

取り扱いを徹底する。 

人権政策室 

市民室 

41 母子生活支援施設への

入所（90 に再掲） 

夫の暴力から逃れるため等の事情で子どもの養育が十分で

きない場合に、母子ともに安全で安定した生活を送れるよ

うに入所させて保護し、その自立の促進のために生活を支

援することによって、母子の福祉を図る。 

子どもの育ち見守り

センター 
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基本目標３ 仕事と生活のあり方をさまざまに選択できる社会づくり 

【前期課題等】 

 子育てへの支援に関して、通常保育事業における4 月 1 日時点での利用待機児童数は 0人であるが、

通年を通して、速やかな受け入れが行われるよう引き続き取り組む必要がある。また、就労形態の多様

化に対応できるよう、延長保育や一時預かりなど、今後も様々な保育サービスの充実を図る必要がある。 

ひとり親家庭の親が自立可能な収入を確保するため、就業に向けた資格取得の支援を行う「ひとり親

家庭自立支援給付金事業」の受給件数は毎年度増加しており、更なる受給促進に向けた働きかけが必要

である。 

育児や介護と仕事の選択を迫られないよう、事業所に向けたワーク・ライフ・バランス啓発の更なる

推進と、国や自治体におけるワーク・ライフ・バランスの取り組みの実施と周知を行う必要がある。 

 

基本方向（１）子育てと介護への支援 

【取り組み概要】 

 低年齢児保育、延長保育、一時預かりなどの保育サービスの推進を図ります。 

 留守家庭児童会室事業の充実を図ります。 

 新生児訪問や乳児のいる全家庭を訪問する事業などを通して、出産直後の育児不安の解消やニーズ

に合った子育て支援に努めます。 

 地域における子育て支援体制の充実を図ります。 

 妊娠期から、出産や育児に関する情報提供を行い、当事者同士の交流を図るなど支援を行います。 

 子育て家庭への経済的な負担軽減を図るため、子育てに対する経済的支援を行います。 

 介護負担を軽減するための支援を推進します。 

施策 

番号 
取り組み名 取り組み内容 所管課 

42 通常保育事業 仕事と子育ての両立支援として、保育サービスの量的拡大

は緊急課題であり、認可保育所や幼保連携型認定こども園

の定員増を基本として今後も待機児童の解消を図る。 

私立保育幼稚園課 

43 一時預かり事業 保護者の入院、傷病等に伴う緊急・一時的な保育需要及び

育児疲れの解消等を目的とした利用希望に応えるともに、

短時間就労により、保護者等による保育が困難な児童の受

け入れを行い、保育所（園）等への入所を待つ待機児童の

解消の一助とする。また、認定こども園や公立幼稚園での

在園児（１号）を対象とした預かり保育を行う。 

私立保育幼稚園課 

公立保育幼稚園課 

44 子育て短期支援事業（シ

ョートステイ・トワイラ

イトステイ） 

保護者の疾病、出産、出張など家庭での子どもの養育が一

時的に困難な場合や、育児疲れ等のリフレッシュのために

一時的に子どもを施設において預かり養育、保護を行う。 

子どもの育ち見守り

センター 
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施策 

番号 
取り組み名 取り組み内容 所管課 

45 低年齢児保育事業 産休、育休明け保育の充実を図り、仕事と子育ての両立を

支援するため、満 3 歳未満児の定員枠の拡大により、全定

員の 41％以上の受け入れ枠の確保を目指す取り組みや小

規模保育事業の新設を行う。 

私立保育幼稚園課 

46 延長保育事業 勤務形態の多様化による延長保育の需要に対応するため、

保育所（園）等において、午後 7 時までの延長保育を行い、

一部の私立保育所（園）では、午後 7 時を超える延長保育

にも対応する。 

私立保育幼稚園課 

公立保育幼稚園課 

47 夜間・休日保育事業 勤務形態の多様化に対応するため、保護者の就労などによ

り夜間の保育を必要とする児童に対する夜間保育、また、

日曜、祝日など休日の保育ニーズに対応する休日保育を行

う。 

私立保育幼稚園課 

48 病児保育事業 保育所（園）や認定こども園等に通所中の児童等が集団保

育の困難な期間、小児科のある医療機関で当該児童等の保

育と看護を行う。また、保育所（園）や認定こども園にお

いて、体調が悪くなった児童に対する保育体制の充実を図

る。 

私立保育幼稚園課 

公立保育幼稚園課 

市立ひらかた子ども

発達支援センター 

49 ファミリーサポートセン

ター事業 

育児の援助を行いたい者と育児の援助を受けたい者が相互

援助活動を行うファミリーサポートセンターにおいて、会

員組織の活動をより一層推進するため、会員増に努めると

ともに、フォローアップ講座の実施などにより活動しやす

い体制を作る。 

私立保育幼稚園課 

50 保育サービス利用者支援

事業 

個々の保育ニーズへのきめ細かな対応を目指し、保育コン

シェルジュを配置するなど、相談体制を充実する。 

保育幼稚園入園課 

51 放課後児童健全育成事業 留守家庭児童会室において、保護者の就労等により保育を

必要とする小学生児童の放課後の遊び、生活の場を提供し、

その健全育成を図ることを目的に実施する。 

教育支援室（放課後

子ども担当） 

52 乳児家庭全戸訪問事業 生後４か月までの乳児のいる全家庭の訪問を行い、育児に

関する不安などの相談、情報提供、乳児とその保護者の心

身の状況と養育環境の把握などを行う。 

私立保育幼稚園課 

53 地域子育て支援事業 私立保育所（園）、認定こども園が保育を通じて蓄積してい

る子どもの育ちや子育てに関する知識、技術などを生かし、

地域の子育て家庭等に対し各種事業の実施を通じて必要な

相談、指導、助言や気になる子どもへの支援などを行い、

地域に密着した園として保育、子育て支援機能の一層の充

実を図る。 

私立保育幼稚園課 

54 マタニティスクール（80

に再掲） 

妊婦とその家族に対して妊娠、分娩、育児について正しい

知識を普及する。 

地域健康福祉室（母

子保健担当） 
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施策 

番号 
取り組み名 取り組み内容 所管課 

55 子ども医療費助成事業 ０歳から中学校までの子どもの医療費の一部について助成

を行う。 

医療助成課 

56 就学援助費 経済的理由により就学が困難な児童、生徒の保護者に対し、

学用品費など負担すべき費用について必要な援助を行うこ

とにより、義務教育の円滑な実施を図る。 

教育支援室（学校支

援担当） 

57 ひとり親家庭医療費助成

事業（95 に再掲） 

ひとり親家庭等の父または母や養育者とその養育する児童

に対して、その児童が 18 歳に達した日以降における最初

の３月 31 日までの間、その児童とその親等に関する通院、

入院等の保険診療に係る自己負担分の一部を助成する。 

医療助成課 

58 児童扶養手当（94 に再

掲） 

離婚等によるひとり親家庭等で 18 歳に達する日以降の最

初の３月 31 日までの間にある者または 20 歳未満で政令

の定める程度に障害のある者を監護する母、父または養育

者に対して支給する。 

年金児童手当課 

59 児童手当 家庭等における生活の安定に寄与するとともに、次代の社

会を担う児童の健やかな成長に資することを目的とし、中

学校修了前の児童を対象に手当てを支給する。 

年金児童手当課 

60 高齢者保健福祉施策に関

する情報提供体制の強化

（104 に再掲） 

介護保険をはじめとする高齢者保健福祉施策に関する情報

について、高齢者サービスの手引きやパンフレットなどを

発行する。また、ホームページ等を活用し、介護者同士の

交流に関する情報提供を行う。外国人への情報提供につい

ては、大阪府が発行する外国語版の介護保険制度のパンフ

レットなどを活用する。 

地域健康福祉室（長

寿・介護保険担当） 

福祉事務所（健康福

祉総合相談担当） 

 

基本方向（２）就業、起業、再就業への支援 

【取り組み概要】 

 職業能力開発の支援、相談、情報提供体制の整備を推進します。 

 女性活躍推進法の周知に努めます。 

施策 

番号 
取り組み名 取り組み内容 所管課 

61 創業支援 地域活性化支援センターにおいて、体験談や事例を学べる

カフェ形式の交流会、専門アドバイザーによる創業相談、

創業のノウハウを学ぶセミナーの実施、インキュベートル

ーム の貸出、事務所家賃の補助など、創業の各段階におけ

る支援を行う。 

商工振興課 

62 地域就労支援事業 障害者、母子家庭の母、父子家庭の父、中高年齢者等など、

働く意欲がありながら様々な就労阻害要因のために就労で

きない就職困難者等に対して、就労相談、情報提供、能力

開発研修の実施など就労支援を行う。 

商工振興課 
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施策 

番号 
取り組み名 取り組み内容 所管課 

63 ひとり親家庭等への就業

支援のための給付、貸付

（91 に再掲） 

母子家庭の母及び父子家庭の父に対し、自立支援教育訓練

給付金や高等職業訓練促進給付金を支給する。ひとり親家

庭自立支援給付金事業や、母子家庭の母、父子家庭の父及

び寡婦に対して技能取得資金、生活資金、事業開始にかか

る貸し付けを行う。母子父子寡婦福祉資金の貸し付け制度

を用いて就業に向けた資格取得の支援を行う。 

子どもの育ち見守り

センター 

64 母子家庭等就業・自立支

援センター事業（92 に再

掲） 

母子家庭の母、父子家庭の父及び寡婦に対し、母子家庭等

就業・自立支援センターにおいて、就業支援講習会、就業

相談、就業情報提供などを行う。 

子どもの育ち見守り

センター 

65 女性活躍推進法の周知 女性活躍推進法の周知を図る。 人権政策室 

商工振興課 

 

 

基本方向（３）雇用における男女の均等な機会及び待遇の確保 

【取り組み概要】 

 男女雇用機会均等法の周知に努めます。 

 パートタイム労働など、非正規労働者の処遇や労働条件などに関する法令の周知に努めます。 

 妊娠、出産後も女性が仕事を続けられる職場づくりに向けて、マタニティハラスメントの防止と啓

発に努めます。 

施策 

番号 
取り組み名 取り組み内容 所管課 

66 女性の採用、職域拡大な

どの関する啓発や相談窓

口の周知 

男女間の格差を解消するための取り組みとして、労働基準

法、男女雇用機会均等法、育児・介護休業法 、パートタイ

ム労働法 、労働者派遣法  などの関係法令の周知を図ると

ともに、リーフレットなどを活用したポジティブアクショ

ンに関する啓発を行う。また、労働に関する相談窓口とな

る、労働局雇用均等室、大阪府総合労働事務所などの周知

を図る。 

人権政策室 

市民活動課 

商工振興課 

67 ハラスメントの防止に関

する取り組み(22 の再掲) 

庁内、学校、事業所等に対してセクシュアルハラスメント

やマタニティハラスメントをはじめ、あらゆるハラスメン

トに対する防止啓発や対応策の確立に向けた支援を行う。 

人権政策室 

コンプライアンス推

進課 

学校教育室（教職員

担当） 

教育支援室（児童生

徒支援担当） 

68 業務委託における総合評

価落札方式の入札を適用

することによる、男女共

同参画に関する事業者へ

の啓発 

市が発注する業務委託の一部において、委託業務総合評価

一般競争入札の落札者決定基準に、仕事と子育ての両立支

援やあらゆるハラスメント防止対策など男女共同参画の視

点に立った項目を設定して評価を行う。 

契約課 
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基本方向（４）仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）への理解の促進 

【取り組み概要】 

 事業者、労働者などに対し、育児・介護休業制度の周知と利用促進に向けた啓発を行い、働き続け

やすい職場環境づくりを促進します。 

 市では、長時間労働の抑制について積極的に推進するとともに、育児・介護に係る休暇等について、

職員の性別にかかわりなく取得しやすい環境の整備を進めます。 

 性別にかかわりなく、労働者が仕事と家庭や地域活動を両立させ、豊かな生活を送ることができる

よう、働き方の見直しによる長時間労働の抑制、年次有給休暇の取得促進、各種休暇制度の充実、

子育てや介護との両立に向けた制度の定着促進、非正規労働者の待遇改善など、事業者に対し、働

きやすい職場環境づくりのための啓発を推進します。 

施策 

番号 
取り組み名 取り組み内容 所管課 

69 ワーク・ライフ・バラン

スに関する啓発及び法令

や制度の周知 

市民や市内事業所及び庁内において、ワーク・ライフ・バ

ランスに関する啓発を行うとともに、労働基準法、男女雇

用機会均等法、育児・介護休業法、パートタイム労働法、

次世代育成支援対策推進法、女性活躍推進法や制度の周知

を図る。 

人権政策室 

人事課 

職員課 

70 市の男性職員の育休取得

促進 

市職員の長時間労働の抑制を推進するとともに、配偶者の

就労状況に関わらず、子どもがいる男性職員が育児休業・

育児休暇を取得できるよう、制度の周知と職場環境づくり

を推進する。 

人事課 

職員課 
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基本目標４ だれもが安心して暮らせるまちづくり  

【前期課題等】 

市民の健康保持に関しては、乳がん・子宮がん検診の受診率が依然低く推移していることから、受診

率増加に向けた更なる取り組みが必要である。 

ひとり親家庭に対する支援として、ヘルパー派遣などサポートを行うひとり親家庭等日常生活支援事

業の登録世帯は年々増加しており、更なる利用促進とその利用ニーズに対応できるよう取り組みを進め

る必要がある。 

地域包括支援センターでの高齢者に関する介護や虐待防止などについての相談件数は年々増加して

おり、相談対応の充実と更なる利用促進に向けた取り組みを引き続き行う必要がある。 

枚方市防災会議の女性委員比率は依然 1 割台で推移しているため、女性比率の更なる向上と女性の視

点に立った避難所運営の重要性を鑑み、避難所運営に係る女性を含めた人材育成の取り組みが必要であ

る。 

 

基本方向（１）生涯を通じたすべての人の健康保持と増進への支援 

【取り組み概要】 

 生涯を通じた健康の保持増進のための普及啓発や健康教育、健康相談、健康診査などを推進します。 

 妊娠、出産、性感染症の予防などに関する、正しい知識や情報提供を行います。 

 出産後の心身ともに不安定な時期に、母親と赤ちゃんの健康を守るための支援に取り組みます。 

 リプロダクティブ・ヘルス／ライツへの理解の促進に努めるとともに、性と生殖について女性が自

己決定する力を養うことができるよう、啓発に取り組みます。 

 自殺予防の観点から、相談やメンタルヘルスに関する啓発に取り組みます。 

 性的マイノリティ当事者が適切な医療を受けられるよう、啓発に取り組みます。 

施策 

番号 
取り組み名 取り組み内容 所管課 

71 健康づくり推進事業 健康づくりの知識の啓発及び実践等を通して、健康意識

の向上を図り、市民の健康づくりを支援する。 

地域健康福祉室（健康

増進・介護予防担当） 

72 健康教育事業、健康相談事

業 

健康の保持増進を目的として、健康に関する正しい知識

の普及や支援を行う。 

地域健康福祉室（健康

増進・介護予防担当） 

73 住民健康診査事業 15 歳から 39 歳以下で健診を受ける機会のない人や

40 歳以上で医療保険に加入していない人を対象に、住

民健康診査を行う。 

地域健康福祉室（健康

増進・介護予防担当） 

74 特定健康診査・特定保健指

導事業 

メタボリックシンドロームに着目した健康診査の実施

及び健診結果に基づく保健指導を行う。 

地域健康福祉室（健康

増進・介護予防担当） 

75 がん対策事業 がん検診の受診率向上を図るとともに、がんの早期発見

と正しい健康意識の普及を図る。 

地域健康福祉室（健康

増進・介護予防担当） 

76 自殺予防対策事業 専門研修を修了した相談員による自殺予防相談専用電

話「ひらかたいのちのホットライン」の実施、自殺のサ

インに早期に気づき、対応するゲートキーパー 養成の

ほか、自殺予防に関わる情報提供、啓発を行う。 

保健医療課 
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施策 

番号 
取り組み名 取り組み内容 所管課 

77 こころの健康相談 医師、精神保健福祉士、保健師、ケースワーカーによる、

統合失調症、うつ病、認知症、アルコール依存症などの

精神疾患、ひきこもりなどについての相談を行う。 

保健医療課 

78 性の多様性を反映した医療

体制の整備に向けた啓発 

多様な性のあり方が考慮された、医療体制の整備に向

け、医療機関への周知・啓発を行う。 

人権政策室 

健康福祉総務課 

79 妊産婦健康診査事業、妊産

婦歯科健康診査事業 

妊産婦の健康管理の充実及び経済的負担の軽減を図り、

安心して妊娠、出産ができる体制を確保するため、妊産

婦健康診査及び妊産婦歯科健康診査の費用助成を行う。 

地域健康福祉室（母子

保健担当） 

80 マタニティスクール（54 の

再掲） 

妊婦とその家族に対して妊娠、分娩、育児について正し

い知識を普及する。 

地域健康福祉室（母子

保健担当） 

81 性感染症の予防啓発 性感染症に関する正しい知識の普及啓発を行う。 保健予防課 

82 女性外来 女性医師が、思春期の悩みや相談、妊娠・出産期の問題、

乳がん、子宮がん、更年期に伴う症状まであらゆる女性

の病気について総合的に初期診療を行う。 

市立ひらかた病院医

療相談・連携室 

83 母子訪問指導事業（妊産婦

訪問、新生児・乳幼児訪問、

乳幼児健診未受診者訪問

等） 

家庭訪問により、妊産婦及び乳幼児の保護者の子育てに

関する相談に応じ、子どもに対する理解を深め、疾病の

予防や母と子どもの健康の保持増進に努める。また、地

域で孤立している母親の育児不安の解消などに対して、

生活の場である家庭でより丁寧な個別指導を行うこと

で、安心して健全な子育てができるよう支援する。周産

期からのハイリスク母子を早期に確実に把握し、支援す

る体制を充実させるために、医療機関等関係機関との連

携を図る。 

地域健康福祉室（母子

保健担当） 

84 産後ママ安心ケアサービス 家族からの支援が受けられない等で支援が必要な産後

４か月未満の母子を対象に、産科医療機関と助産所でシ

ョートステイ（宿泊型）、デイサービス（日帰り型）を

実施し、助産師等による心身のケアや育児に関する相談

を行う。 

地域健康福祉室（母子

保健担当） 

85 リプロダクティブ・ヘルス/

ライツに関する啓発 

リプロダクティブ・ヘルス／ライツに関する啓発や情報

提供を行う。 

人権政策室 

 

基本方向（２）ひとり親家庭をはじめ多様な家族に関する啓発・支援の取り組み 

【取り組み概要】 

 母子・父子自立支援員による生活や制度についての相談や情報提供を行います。 

 ひとり親が子育てをしながら安心して働けるように、子育て支援、生活支援、就業支援の推進とと

もに、働きやすい職場づくりのための環境整備に取り組みます。 

 ひとり親家庭等の生活の安定と向上のために、経済的負担を軽減できるよう支援します。  
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 養育費確保に向けた総合的な相談支援体制の充実に取り組みます。 

 ひとり親の交流や情報交換の場づくりに取り組みます。 

 ひとり親家庭をはじめとする多様な家族に対する差別や偏見の解消に向けた啓発に取り組みます。 

施策 

番号 
取り組み名 取り組み内容 所管課 

86 母子・父子自立支援員によ

る相談支援事業 

ひとり親家庭等の自立を支援するため、母子・父子自立

支援員を配置し、生活の安定や自立のための各種相談、

貸付事業、母子・父子自立支援プログラムの策定等を行

い、必要に応じて他の支援機関につなげることにより、

ひとり親家庭等の総合的、包括的な支援を行う。 

子どもの育ち見守り

センター 

87 ひとり親家庭等日常生活支

援事業 

母子家庭の母、父子家庭の父及び寡婦が、疾病、冠婚葬

祭、出張等の理由により日常生活を営むのに支障が生じ

ている場合に、家庭生活支援員を派遣し生活援助や子育

て支援を行う。 

子どもの育ち見守り

センター 

88 保育所（園）等の優先利用 既存保育所（園）の定員増や定員の弾力化を行い、保育

所（園）等の入所枠を拡大し、待機児童の解消を図る。

また、保育所（園）等の利用調整（選考）では、基準表

における基礎点及び調整点の合計点の上位順に決定し

ており、ひとり親である場合は調整点を加点し入所しや

すくする。 

保育幼稚園入園課 

89 市営住宅におけるひとり親

世帯等への優先入居と府営

住宅の案内 

市営住宅に空き家が生じた場合はその都度、高齢者、障

害者、ひとり親等の福祉世帯向けとして募集する。また、

府営住宅の募集に係る案内（福祉世帯向け）を行う。 

総務管理室（財産管理

担当） 

健康福祉総務課 

90 母子生活支援施設への入所

（41 の再掲） 

夫の暴力から逃れるため等の事情で子どもの養育が十

分できない場合に、母子ともに安全で安定した生活を送

れるように入所させて保護し、その自立の促進のために

生活を支援することによって、母子の福祉を図る。 

子どもの育ち見守り

センター 

91 ひとり親家庭等への就業支

援のための給付、貸付（63

の再掲） 

母子家庭の母及び父子家庭の父に対し、自立支援教育訓

練給付金や高等職業訓練促進給付金を支給する。ひとり

親家庭自立支援給付金事業や、母子家庭の母、父子家庭

の父及び寡婦に対して技能取得資金、生活資金、事業開

始にかかる貸し付けを行う。母子父子寡婦福祉資金の貸

し付け制度を用いて就業に向けた資格取得の支援を行

う。母子家庭の母及び父子家庭の父に対し、自立支援教

育訓練給付金や高等職業訓練促進給付金を支給し、就業

に向けた資格取得の支援を行う。 

子どもの育ち見守り

センター 

92 母子家庭等就業・自立支援

センター事業（64 の再掲） 

母子家庭の母、父子家庭の父及び寡婦に対し、母子家庭

等就業・自立支援センターにおいて、就業支援講習会、

就業相談、就業情報提供などを行う。 

子どもの育ち見守り

センター 
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施策 

番号 
取り組み名 取り組み内容 所管課 

93 母子父子寡婦福祉資金の貸

付 

母子家庭、父子家庭及び寡婦に対し、その生活の安定と

向上のために必要な貸付を行うことにより経済的自立

の助成、生活意欲の助長を図り、あわせてその扶養して

いる児童等の福祉の増進を図る。 

子どもの育ち見守り

センター 

94 児童扶養手当（58 の再掲） 離婚等によるひとり親家庭等で18歳に達する日以降の

最初の３月 31 日までの間にある者または 20 歳未満で

政令の定める程度に障害にある者を監護する母、父また

は養育者に対して支給する。 

年金児童手当課 

95 ひとり親家庭医療費助成事

業（57 の再掲） 

ひとり親家庭等の父または母や養育者とその養育する

児童に対して、その児童が 18 歳に達した日以降におけ

る最初の３月 31 日までの間、その児童とその親等に関

する通院、入院等の保険診療に係る自己負担分の一部を

助成する。 

医療助成課 

96 水道料金等の減免 

 

 

児童扶養手当を受給している「母子及び父子並びに寡婦

福祉法」に規定する配偶者のない女子又は男子が属する

世帯（市民税非課税世帯に限る）には、水道料金及び下

水道使用料の基本料金と８㎥（１か月あたり）の従量料

金を減免する。 

上下水道総務室（営 

業料金担当） 

97 ひとり親家庭高等学校卒業

程度認定試験合格支援事業 

高等学校を卒業していないひとり親家庭の子どもまた

は親が、高等学校卒業程度の認定試験の合格を目指すた

めに講座を受講する場合に、受講終了時給付金や合格時

給付金を支給する。 

子どもの育ち見守り

センター 

98 保育所保育料等の軽減 年収が一定額未満のひとり親家庭に対する保育所保育

料等の負担軽減を行う。 

保育幼稚園入園課 

99 養育費確保に向けた総合的

な相談支援 

離婚によりひとり親となった家庭の子の養育費を確保

するため必要となる支援を、総合的に行う。 

子どもの育ち見守り

センター 

100 ひとり親家庭等情報交換事

業 

ひとり親家庭になって間もない家庭は、生活環境の変化

が著しく、親自身が生活の中で直面する問題にひとりで

悩み、精神面でも不安定な状況にある。こうしたひとり

親家庭等が定期的に集い、交流や情報交換を行う場を設

ける。 

人権政策室 

子どもの育ち見守り

センター 

101 ひとり親家庭をはじめ多様

な家族に関する啓発 

ひとり親家庭や、ステップファミリーなど、多様な家族

に対する差別や偏見の解消に向けた啓発を行う。 

人権政策室 

子どもの育ち見守り

センター 
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基本方向（３）高齢者、障害者、外国人市民等への支援 

【取り組み概要】 

 住み慣れた地域で自分らしく安心して暮らせるよう、一人ひとりのニーズに配慮したサービスを提

供し、自立を支援します。 

 障害者虐待防止、高齢者虐待防止のための啓発を進めます。 

 市民サービス情報の外国語への翻訳や、医療通訳士の派遣など、外国人市民等への支援を行います。 

 

施策 

番号 
取り組み名 取り組み内容 所管課 

102 介護予防普及啓発事業 高齢者の健康に対する意識を高めるため、啓発をはじめ、

健康づくり、介護予防に関する教室の開催等を行う。 

地域健康福祉室（健

康増進・介護予防担

当） 

103 包括的支援事業 高齢者総合相談支援拠点（地域包括支援センター）を地

域に設置し、高齢者の総合相談窓口として、高齢者の介

護予防や権利擁護、虐待防止等を含めた相談に対応する。 

福祉事務所（健康福

祉総合相談担当） 

104 高齢者保健福祉施策に関す

る情報提供体制の強化（60

の再掲） 

介護保険をはじめとする高齢者保健福祉施策に関する情

報について、高齢者サービスの手引きやパンフレットな

どを発行する。また、ホームページ等を活用し、介護者

同士の交流に関する情報提供を行う。外国人への情報提

供については、大阪府が発行する外国語版の介護保険制

度のパンフレットなどを活用する。 

地域健康福祉室（長

寿・介護保険担当）  

福祉事務所（健康福

祉総合相談担当） 

105 地域活動支援センター事業 障害者が地域で自立した生活を営めるよう、創作的活動

や生産活動の機会を提供するとともに、社会との交流の

促進を図り、障害者の地域生活に必要な相談や情報提供

を行う。 

福祉事務所（障害福

祉担当） 

106 保育所（園）等及び学校園

における障害に関する相談 

障害児相談、巡回相談などを通じ、障害や発達に応じた

専門的な保育、療育、教育的支援を行う。 

公立保育幼稚園課 

市立ひらかた子ども

発達支援センター 

教育支援室（児童生

徒支援室） 

107 高齢者、障害者等に配慮し

た情報提供 

広報ひらかたの点字、録音版、ホームページの音声版な

ど、高齢者、障害者などに配慮した情報提供に努める。 

広報プロモーション

課 

108 高齢者虐待防止啓発 地域包括支援センター（高齢者サポートセンター）が高

齢者の生活に関する総合的な相談窓口となり、早期の相

談につなげ、虐待への発展を防止する体制を整備する。

また、講座やリーフレットの配布、地域での出前講座な

どを通じて高齢者虐待防止の啓発を推進する。 

福祉事務所（健康福

祉総合相談担当） 

109 障害者虐待防止啓発 障害者虐待防止センターが総合的な相談窓口となり早期

の相談につなげ、虐待への発展を防止する体制を整備す

る。また、講座やリーフレットの配布、地域での出前講

座、広報ひらかたへの掲載などを通じて障害者虐待防止

の啓発を推進する。 

福祉事務所（障害福

祉担当） 
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施策 

番号 
取り組み名 取り組み内容 所管課 

110 外国人市民等への生活関連

情報等の提供 

市民生活関連情報の外国語への翻訳や利用支援を行う。 広報プロモーション課 

人権政策室 

観光交流課 

111 医療通訳士登録派遣事業 外国人市民等が安心して市内の医療機関を利用できるよ

うに、医療通訳士を養成し、市内の対象医療機関に派遣

する。 

健康福祉総務課 

112 日本語･多文化共生教室 日本語の読み書きや話すことができないために、日常生

活に支障をきたしている市民に、日本語を学び交流する

場として、日本語・多文化共生教室「よみかき」を開催

する。 

教育政策課 

文化生涯学習課（補

助執行） 

 

基本方向（４）男女共同参画の視点に立った防災など地域活動の推進 

【取り組み概要】 

 防災に関する政策及び方針決定過程における、女性の参画を推進します。 

 災害に関する各種対応マニュアルなどについて、男女共同参画の視点を踏まえ作成します。 

 避難所運営においては、男女双方の参画を推進するとともに、性別によるニーズの違いや性的マイ

ノリティに配慮した環境整備に努めます。 

 防災知識の普及啓発や防災訓練においては、男女双方の視点を十分に取り入れた内容となるよう、

工夫します。 

 地域のボランティアや NPO などによる活動を通じて、地域活動への男女共同参画の推進に取り組

みます。 

施策 

番号 
取り組み名 取り組み内容 所管課 

113 枚方市防災会議の女性委員

比率の向上 

多様なニーズを防災対策へ反映させるため、枚方市防災会

議の委員に占める女性の割合を高めるように取り組む。 

危機管理室 

114 男女共同参画の視点を踏ま

えた災害対応マニュアルの

作成 

男女共同参画の視点を踏まえ、避難所運営マニュアル、

自主防災組織活動マニュアルなどの各種対応マニュア

ルを必要に応じて作成、改訂する。 

危機管理室 

115 男女共同参画の視点を踏ま

えた避難所運営をはじめと

した防災体制の強化 

校区自主防災組織が中心となって行う避難所運営にお

いて男女双方の参画を推進し、性別、年齢、障害の有無

などに応じた多様なニーズに配慮した安心、安全な避難

所運営を行うため、平常時から地域防災推進員の育成や

防災訓練を行うなど、性別を問わず、防災に対する知識

を有する人材育成に努め、体制強化を図る。 

危機管理室 

116 地域活動への男女双方の参

画の促進 

多様な視点を取り入れて地域力を強化するため、地域のボ

ランティアや NPO などによる地域活動においては、男女

双方の参画の必要性を踏まえ、その啓発に取り組む。 

市民活動課 
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基本目標５ 男女共同参画を推進する体制の整備  

【前期課題等】 

審議会の女性委員比率は依然として目標を下回っており、推薦時の資格要件見直しなど、引き続き性

別のバランスが偏らないよう女性委員の参画を促進する取り組みが必要である。また、管理職に占める

女性職員比率の向上については、管理職希望者の比率向上と合わせた取り組みを継続するとともに、民

間事業者への啓発などにも取り組む必要がある。 

市の申請書や証明書などにおける不必要な性別記入欄の廃止に向けては、引き続き全課に対する周知

と確認作業の徹底を図る必要がある。 

 

基本方向（１）政策及び方針決定過程における男女共同参画の推進 

【取り組み概要】 

 市の審議会等の委員に占める女性委員数の比率については、全体比率ではなく、審議会ごとに目標

を 35.0％以上とし、すべての審議会等で、性別のバランスが偏ることのない構成を達成できるよ

うに取り組みます。 

 市職員の採用については、これまでと同様、性別によることなく能力実証に基づき行うとともに、

男女別構成のバランスを図るため、さらなる職域の拡大、研修などの必要な支援を行うことにより、

能力開発に積極的に取り組みます。 

 市や教育機関等の管理職における女性割合の上昇のため、ワーク・ライフ・バランス実現の取り組

みを進め、登用拡大に積極的に取り組みます。 

 民間事業者における女性の登用促進に向けた取り組みを大阪府等と連携して進めます。 

施策 

番号 
取り組み名 取り組み内容 所管課 

117 審議会の女性委員比率の向

上 

すべての審議会等の女性委員比率が 35.0％以上となる

ように取り組み、どちらかの性に偏ることのない構成の

達成を目指す。 

全課 

118 職員の能力開発 市職員の男女構成のバランスを図るため、職域の拡大、

能力開発に取り組む。 

人事課 

119 管理職に占める女性職員比

率の向上 

多様な視点を施策構築等に活かすため、市政の方針の決

定に重要な役割を担う管理職への女性職員の登用をさ

らに推進し、市民サービスの維持、向上を図る。 

人事課 

120 学校における方針決定の場

への女性参画の促進（8 の

再掲） 

学校運営において、女性管理職の割合の増加及び首席、

主任への積極的な活用など、学校における方針決定の場

への女性の参画を促進する。 

学校教育室（教職員 

担当） 

121 民間事業所における女性の

登用促進に向けた取り組み 

民間事業所における女性の登用促進に向け、啓発などの

取り組みを大阪府等と連携して推進する。 

人権政策室 

商工振興課 
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基本方向（２）男女共同参画の視点に立った施策展開 

【取り組み概要】 

 枚方市男女共同参画計画の具体的な取り組みを定めた、枚方市男女共同参画計画アクションプログ

ラムを策定し、計画の適切な進行管理を行うとともに、進捗状況を公表し、男女共同参画の視点に

立った施策を着実に推進します。 

 施策の策定にあたって、男女共同参画の視点から点検します。 

 施策の実施にあたって、男女共同参画の視点に立った企画、運用を行います。 

施策 

番号 
取り組み名 取り組み内容 所管課 

122 枚方市男女共同参画計画ア

クションプログラムの策定

と進行管理 

枚方市男女共同参画計画アクションプログラムを策定

し、枚方市男女共同参画計画に基づく施策を推進する。

毎年度、進捗状況を公表する。 

人権政策室 

123 男女共同参画の視点に立っ

た施策の点検と実施 

施策の策定にあたって、性別にかかわりなく利用しやす

いものであるか、その効果が性別によって偏らないかを

検討する。性別によって違いのある施策については、違

いが適正であるかの確認を行う。また、施策の実施にあ

たっては、男女共同参画の視点に立った点検を踏まえ、

企画・運用する。 

全課 

124 男女共同参画推進本部幹事

及び推進担当者研修 

職場における男女共同参画への理解を促進し、男女共同

参画の視点に立った施策を着実に推進するため、男女共

同参画推進本部幹事（関連する部の総務担当課長）及び

全課に配置している男女共同参画推進担当者への研修

を行う。 

人権政策室 

125 性別記入欄の必要性の確認 市の申請書や証明書などの性別記入欄について、法的な

根拠や行政手続き上の支障がない場合は、不必要な性別

欄を設けることがないよう確認する。 

全課 

 

基本方向（３）関係機関や市民団体等との連携強化 

【取り組み概要】 

 男女共同参画を推進するための施策を効果的に展開するため、関係機関等との連携を図りながら取

り組みを進めます。 

施策 

番号 
取り組み名 取り組み内容 所管課 

126 男女共生フロア･ウィル団

体登録制度 

市内で活動する男女共同参画に資する活動を行う市民

団体の活動支援を行い、団体に対して男女共同参画に関

する知識や情報を提供することにより、幅広い市民の男

女共同参画意識の醸成を図る。 

人権政策室 

127 関係機関等との連携 国、大阪府、その他の関係機関との情報交換及び連携を

強化する。 

人権政策室 
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基本方向（４）意見等の申し出及び人権侵害相談体制の充実 

【取り組み概要】 

 安心して申出や相談ができる環境の整備に向けて、制度の周知を図るとともに、相談体制の充実に

取り組みます。 

施策 

番号 
取り組み名 取り組み内容 所管課 

128 男女共同参画に関する意見

等の申出制度 

市の男女共同参画推進施策などに関する意見及び性別

を理由とする人権侵害などの相談についての申出制度

について、相談窓口の整備及び周知を図る。 

人権政策室 
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Ⅲ 第３次枚方市男女共同参画計画改訂版指標 

第３次枚方市男女共同参画計画改訂版を実効性のあるものとするため、計画の基本目標ごとに、取り

組みの進捗を測る指標を設定し、目標を示します。  

 

基本目標１ 人権尊重と男女共同参画への意識改革 

 

指標 
指標 

番号 
指標の説明 

後期アクション

プログラム 

策定時の値 

（令和元年度

（2019年度）） 

後期アクション

プログラム 

目標 

（令和７年度

（2025年度）） 

所管課 

男女の平等感 1 

社会全体で男女が平等であると思う人

の割合 

■男女共同参画に関する市民アンケー

ト調査・一般 

女性 9.6％ 

男性 23.4％ 
増加 人権政策室 

固定的な性的役割

分担意識に同意し

ない人の割合 

2① 

「男は仕事、女は家庭」という考えに「同

感しない」又は「どちらかといえば同感

しない」人の割合 

■男女共同参画に関する市民アンケー

ト調査・一般 

女性 66.4％ 

男性 57.2％ 
増加 人権政策室 

2② 

「子どもが小さいうちは、母親は仕事を

しないで、子どもの世話をしたほうがよ

い」という考えに「同感しない」又は「ど

ちらかといえば同感しない」人の割合 

■男女共同参画に関する市民アンケー

ト調査・一般 

女性 38.2％ 

男性 28.8% 
増加 人権政策室 

2③ 

料理、掃除、洗濯などの家事を「男の人

と女の人が協力してするのがよい」と考

える人の割合 

■男女共同参画に関する市民アンケー

ト調査・学生 

<小学生> 

女子 73.1% 

男子 57.5% 

<中学生> 

女子 80.2% 

男子 56.6% 

<高校生> 

女子 81.9% 

男子 68.3% 

<大学生> 

女性 92.1% 

男性 81.9% 

増加 人権政策室 

2④ 

子どもが小さいときの子育てを「男の人

と女の人が協力してするのがよい」と考

える人の割合 

■男女共同参画に関する市民アンケー

ト調査・学生 

<小学生> 

女子 73.6% 

男子 60.8% 

<中学生> 

女子 78.4% 

男子 62.8% 

<高校生> 

女子 85.8% 

男子 73.2% 

<大学生> 

女性 90.9% 

男性 81.9% 

増加 人権政策室 
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指標 
指標 

番号 
指標の説明 

後期アクション

プログラム 

策定時の値 

（令和元年度

（2019 年度）） 

後期アクション

プログラム 

目標 

（令和７年度

（2025年度）） 

所管課 

固定的な性的役割

分担意識に同意し

ない人の割合 

2⑤ 

お金を稼ぐ仕事を「男の人と女の人が

協力してするのが良い」と考える人の

割合 

■男女共同参画に関する市民アンケー

ト調査・学生 

<小学生> 

女子 63.5% 

男子 43.8% 

<中学生> 

女子 66.1% 

男子 45.1% 

<高校生> 

女子 74.4% 

男子 51.3% 

<大学生> 

女性 78.3% 

男性 62.7% 

増加 人権政策室 

「男女共同参画社

会」の認知度 
3 

「男女共同参画社会」という言葉を「見

たり聞いたりしたことがある」人の割

合 

■男女共同参画に関する市民アンケー

ト調査・一般 

女性 61.5% 

男性 69.1% 
78.0％ 人権政策室 

「女子差別撤廃条

約」の認知度 
4 

「女子差別撤廃条約」という言葉を「見

たり聞いたりしたことがある」人の割

合 

■男女共同参画に関する市民アンケー

ト調査・一般 

女性 49.7% 

男性 50.0% 
60.0％ 人権政策室 

 

基本目標２ 男女共同参画を阻害する暴力の根絶 

 

指標 
指標 

番号 
指標の説明 

後期アクション

プログラム 

策定時の値 

（令和元年度

（2019 年度）） 

後期アクション

プログラム 

目標 

（令和７年度

（2025 年度）） 

所管課 

DV に対し誤った認

識をしている人の割

合 

5① 

■男女共同参画に関する市民アンケ

ート調査・一般 

「暴力を受けている人は逃げようと

思えば、いつでも逃げ出せるはず」と

考える人の割合 

女性 19.5% 

男性 11.6% 
減少 人権政策室 

5② 

■男女共同参画に関する市民アンケ

ート調査・一般 

「暴力をふるわれた人にも、何らかの

原因があるので、暴力をふるう人を一

方的には責められない」と考える人の

割合 

女性 11.6% 

男性 20.0% 
減少 人権政策室 

DV を正しく理解し

ている人の割合 

6① 

■男女共同参画に関する市民アンケ

ート調査・一般 

夫婦間における「なぐったり、けった

り、物を投げつけたり、突き飛ばした

り、ひきずりまわしたりする」行為を

「どんな場合でも暴力にあたると思

う」人の割合 

女性 96.5％ 

男性 93.8％ 
増加 人権政策室 

6② 

■男女共同参画に関する市民アンケ

ート調査・一般 

夫婦間における「大声でどなったり、

なぐるふりをして相手を脅したりす

る」行為を「どんな場合でも暴力にあ

たると思う」人の割合 

女性 74.8％ 

男性 65.9％ 
増加 人権政策室 
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指標 
指標 

番号 
指標の説明 

後期アクション

プログラム 

策定時の値 

（令和元年度

（2019 年度）） 

後期アクション

プログラム 

目標 

（令和７年度

（2025 年度）） 

所管課 

デート DV に対する

認識 

7① 

■男女共同参画に関する市民アンケ

ート調査・学生 

男女交際について「相手がいやがって

いるのに無理やりキスしたり、体をさ

わったりする」行為を「へんだと思う」

人の割合 

＜中学生＞ 

女子 98.7％ 

男子 92.9％ 

＜高校生＞ 

女子 96.9％ 

男子 94.6％ 

増加 人権政策室 

7② 

■男女共同参画に関する市民アンケ

ート調査・学生 

男女交際について「友人とのつきあい

をいやがったり、禁止したりする」行

為を「へんだと思う」人の割合 

＜中学生＞ 

女子 95.2％ 

男子 89.4％ 

＜高校生＞ 

女子 91.7％ 

男子 89.7％ 

増加 人権政策室 

「デート DV」の認

知度 
8 

■男女共同参画に関する市民アンケ

ート調査・学生 

「デート DV」という言葉を「知って

いる」又は「聞いたことがある」人の

割合 

＜中学生＞ 

女子 59.1％ 

男子 44.2％ 

＜高校生＞ 

女子 89.0％ 

男子 85.8％ 

＜大学生＞ 

女性 70.8％ 

男性 57.2％ 

中学生 

80.0％ 

高校生 100.0％ 

大学生 

77.0％ 

人権政策室 

過去１年間に配偶者

からの暴力を経験し

た人の割合 

9 

■男女共同参画に関する市民アンケ

ート調査・一般 

過去１年間に配偶者から身体的暴力、

精神的暴力、性的暴力のいずれかを受

けたことがある人の割合（別居中の配

偶者、元配偶者（離別、死別した相手）

も含む） 

身体的暴力 

女性 9.6％ 

男性 11.7％ 

精神的暴力 

女性 19.2％ 

男性 17.5％ 

性的暴力 

女性 11.5％ 

男性 2.9％ 

減少 人権政策室 

交際相手からの暴力

を経験した人の割合 
10 

■男女共同参画に関する市民アンケ

ート調査・学生 

身体的暴力、精神的暴力、性的暴力の

いずれかを受けたことがある人の割

合 

身体的暴力 

＜高校生＞ 

女子 0.0% 

男子 3.3％ 

＜大学生＞ 

女性 5.6.％ 

男性 5.3％ 

精神的暴力 

＜高校生＞ 

女子 4.5％ 

男子 6.7％ 

＜大学生＞ 

女性 11.3% 

男性 9.5% 

性的暴力 

＜高校生＞ 

女子 6.4％ 

男子 2.5％ 

＜大学生＞ 

女性 11.8％ 

男性 4.3％ 

減少 人権政策室 
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指標 
指標 

番号 
指標の説明 

後期アクション

プログラム 

策定時の値 

（令和元年度

（2019 年度）） 

後期アクション

プログラム 

目標 

（令和７年度

（2025 年度）） 

所管課 

DV 相談窓口の周知

度 
11 

■男女共同参画に関する市民アンケ

ート調査・一般 

DV 被害を受けたときの相談窓口をひ

とつも知らない人の割合 

女性 4.4％ 

男性 2.5％ 
0.0％ 人権政策室 

枚方市配偶者暴力相

談支援センター「ひ

らかた DV 相談室」

の周知度 

12 

■男女共同参画に関する市民アンケ

ート調査・一般 

「枚方市配偶者暴力相談支援センタ

ー「ひらかた DV 相談室」」という言

葉を「見たり聞いたりしたことがあ

る」人の割合 

女性 28.9％ 

男性 17.5％ 
50.0％ 人権政策室 

配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保

護等に関する法律

（DV 防止法）の認

知度 

13 

■男女共同参画に関する市民アンケ

ート調査・一般 

「配偶者からの暴力の防止及び被害

者の保護等に関する法律（DV 防止

法）」という言葉を「見たり聞いたり

したことがある」人の割合 

女性 89.6％ 

男性 89.7％ 
100.0％ 人権政策室 

 

基本目標３ 仕事と生活のあり方をさまざまに選択できる社会づくり 

 

指標 
指標 

番号 
指標の説明 

後期アクション

プログラム 

策定時の値 

（令和元年度

（2019 年度）） 

後期アクション

プログラム 

目標 

（令和７年度

（2025 年度）） 

所管課 

安心して子育てでき

る環境が整っている

か 

14 

◆市民意識調査 

枚方市は安心して子育てできる環境

が整っていると感じている人の割合 

44.5% 増加 
企画政策室 

 

保育所等利用待機児

童数 
15 

国の定義による保育所等の利用待機

児童数 

（4 月 1 日現在） 

0 人 0 人 
私立保育幼

稚園課 

留守家庭児童会室待

機児童数 
16 

留守家庭児童会入室の待機児童数（前

年度１月末現在） 
3 人 0 人 

教育支援室

（放課後こ

ども担当） 

介護保険施設等の施

設数 
17 

特別養護老人ホームなど介護保険施

設等の施設数 
86 施設 

93 施設 

（ひらかた高齢

者保健福祉計画

21（第 8 期：計

画期間Ｒ3～R５

年度）」の令和 5

年度目標数値） 

地域健康福

祉室（長

寿・介護保

険担当） 

育児休業を取得した

男性職員数 
18 

育児に伴う休暇・休業を 1 月以上取得

した男性職員の割合（庁内） 

※特定事業主行動計画での目標へ変

更 

47.5% 100.0% 職員課 

ワーク・ライフ・バ

ランスの認知度 
19 

■男女共同参画に関する市民アンケ

ート調査・一般 

「ワーク・ライフ・バランス」という

言葉を「見たり聞いたりしたことがあ

る」人の割合 

女性 55.1% 

男性 63.4％ 
71.0％ 人権政策室 
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※指標 18 の値の算出方法・・子が出生した男性職員において、子の出生１年後までに出産補助休暇、育児休業、年次有

給休暇等を合計で１月相当分以上取得した職員をカウント  

 

 

基本目標４ だれもが安心して暮らせるまちづくり 

 

指標 
指標 

番号 
指標の説明 

後期アクション

プログラム 

策定時の値 

（令和元年度

（2019 年度）） 

後期アクション

プログラム 

目標 

（令和７年度

（2025 年度）） 

所管課 

安心して妊娠、出産

できる環境が整っ

ているか 

20 

◆市民意識調査 

枚方市は安心して妊娠、出産できる環

境が整っていると感じている人の割

合 

38.5% 増加 企画政策室 

乳がん、子宮頸がん

検診受診率 
21 

乳がん検診対象者：40 歳以上の女性

（2 年に 1 回の受診） 

子宮頸がん検診対象者：20 歳以上の

女性 

乳がん 

13.7％ 

子宮頸がん 

17.0％ 

乳がん 

50.0％ 

子宮頸がん 

50.0％ 

（「第 2 次枚方

市健康増進計

画」の令和 5 年

度（2023 年度）

目標より） 

地域健康福

祉室 

（ 健 康 増

進・介護予

防担当） 

妊娠 11 週以下での

妊娠の届出率 
22 

妊娠 11 週以下での妊娠の届出数／全

届出数 
96.9% 97.0% 

地域健康福

祉室 

（母子健康

担当） 

特定健康診査受診

率 
23 

高齢者の医療の確保に関する法律に

定める特定健康診査の受診者／対象

者（国民健康保険に加入する 40 歳以

上 75 歳未満の者） 

33.6% 

(7 月末速報値) 

50.0% 

（「枚方市国民

健康保険 第 3

期特定健康診査

等実施計画 第 2

期データヘルス

計画」の令和 5

年度（2023 年

度）目標より） 

地域健康福

祉室 

（ 健 康 増

進・介護予

防担当） 

こころの病気に関

する相談窓口の周

知度 

24 

◆市民意識調査 

こころの病気に関する相談窓口を知

っている人の割合 

26.1% 

50.0％ 

（「第 5 次枚方

市総合計画 第

２期実行計画」

の令和 5 年度

（2023 年度）

目標より） 

企画政策室 

ひとり親家庭の自

立支援に関する給

付金受給者のうち

就職した人数 

25 

ひとり親家庭を対象とした自立支援

教育訓練給付金や高等職業訓練促進

給付金の受給者のうち就職した人数 

（累計） 

71 人 144 人 

子どもの育

ち見守りセ

ンター 

枚方市防災会議の

女性委員の割合 
26 

枚方市防災会議の委員に占める女性

の割合 
15.0% 30.0% 危機管理室 
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基本目標５ 男女共同参画を推進する体制の整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指標 
指標 

番号 
指標の説明 

後期アクション

プログラム 

策定時の値 

（令和元年度

（2019 年度）） 

後期アクション

プログラム 

目標 

（令和７年度

（2025 年度）） 

所管課 

管理職に占める女

性の割合 
27 

市役所における女性管理職／全管理

職 

（４月 1 日現在） 

26.0% 30.0% 人事課 

審議会等への女性

委員登用率 
28 

市役所における女性委員比率が

35.0％を達成している審議会等／全

審議会等 

55.2% 100.0% 
人権政策室 

とりまとめ 
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男女共同参画に関する市民アンケート調査の実査概要   

■男女共同参画に関する市民アンケート調査（一般）の実査概要 

 

 

■男女共同参画に関する市民アンケート調査（学生）の実査概要 

 

 

■市民意識調査の実査概要 

項目 内容 

調査期間 令和元年（2019 年）5 月 15 日(水)～5 月 27 日(月) 

調査方法 郵送による配布、回収 

調査対象 枚方市内在住の満 18 歳以上の男女 2,500 人 

対象者区分（年齢） 
18・19 歳、20 歳代・30 歳代・40 歳代・50 歳代・60 歳代・70 歳代・80 歳以上 

（８区分） 

回答者数 1,163 人 

回収率 46.5％ 

 

項目 内容 

調査期間 令和元年（2019 年）11 月８日～11 月 30 日 

調査方法 郵送による配布、回収 

調査対象 枚方市内在住の満 20 歳以上の男女 2,000 人 

対象者区分（年齢） 20 歳代・30 歳代・40 歳代・50 歳代・60 歳以上（５区分） 

回答者数 827 人 

回収率 41.4％ 

        対象 

項目 
小学生 中学生 高校生 大学生 

調査期間 令和元年（2019 年）10 月～11 月 

調査方法 学校を通じた調査票の配布、回収 

調査対象 
市立小学校に通う 

小学５年生 

市立中学校に通う 

中学２年生 

市内の高校に通う 

学生 

市内の大学に通う 

学生 

標本数 461 人 486 人 521 人 441 人 
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